
行 用語 説明

あ
アクセスログ データを参照したり更新したりする等、システムへの接続状況を

記録した情報のこと。

ＲＰＡ(アールピーエー） コンピュータ上で従来は人の手で行っていた単純・反復的な処
理を、事前に作成した手順（シナリオ）どおりに自動的に作業さ
せる業務改善の一手法のこと。

ＡＩ－ＯＣＲ
（エーアイ　オーシーアール）

ＯＣＲ機能（光学文字認識機能）とは、紙媒体の資料を認識し
データに変換できるもので、ＯＣＲ機能にＡＩ機能が加わること
で、より正確に文字を認識することができるようになる。

LGWAN（エルジーワン） Local Government Wide Area Networkの略。地方公共団体を相
互に接続する、高度なセキュリティを維持した行政専用のネット
ワーク。eLTAXにおけるデータ連携等で利用される。

eLTAX（エルタックス） 地方税ポータルシステムの呼称。地方税における手続をネット
ワークを利用して電子的に行うシステムのこと。

か
課税原票管理システム 税務課が所管するシステムで、課税資料を専用のスキャナで読

み取り、イメージデータ化した上で管理するシステムのこと。

基礎項目評価書 特定個人情報保護評価書のうち、最も基本的な項目（事務の概
要、システム・特定個人情報ファイルの名称、しきい値判断、リ
スク対策等）から構成される評価書のこと。

基本4情報 住民票の記載事項のうち氏名、生年月日、性別、住所の4つで、
これらの情報を住基ネットＣＳで保有している。

給与支払報告書 区民等の勤務先の企業等から区に提出される課税資料。従業
員個人の住所、氏名、生年月日、個人番号（マイナンバー）など
の情報に加え、給与支払額、所得控除額、源泉徴収税額など住
民税の賦課決定を行うために必要な情報が記載されている。

軽自動車税検査協会（軽検協） ３輪・４輪の軽自動車（検査対象軽自動車）の検査を行う機関と
して、道路運送車両法の規定に基づき、国土交通大臣の認可を
受け設立された特別民間法人のこと。

個人番号 いわゆるマイナンバーと同義であり、住民票を有する全ての人
に付番される12桁の番号のこと。

さ
しきい値判断 「対象人数」、「取扱者数」及び「特定個人情報に関する重大事

故の発生の有無」の３つの観点に基づき、実施すべき特定個人
情報保護評価の種類を判断すること。

システム用ファイル 与えられた処理手順に従い、事務を自動的に処理する電子的
機器の組織で使用するための特定個人情報ファイルのこと。

住基ネットCS（市町村CS）端末 住民基本台帳事務のためのコンピュータと住基ネットシステムと
の橋渡しをするために設置するコンピュータのこと（ＣＳ＝コミュ
ニケーションサーバ）。この端末を用いて、全国の個人番号を含
む本人確認情報を確認することができる。

住基法第７条に掲げる事項 住民票の記載事項のこと。個人番号も含まれている。

重点項目評価書 しきい値判断の結果により作成が義務付けられるもので、基礎
項目評価書よりも詳細な重点項目（システム・特定個人情報ファ
イルの概要、リスク対策等）の詳細な内容を含む評価書のこと。

住民記録システム 自治体が導入している住民票の管理や発行等の処理を行うシ
ステムのこと。

地方税に関する事務 全項目評価書（案）
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住民基本台帳ネットワークシステム 各行政機関等の域を越えた住民基本台帳事務を行うため、平
成１４年に設置された全国的なネットワークシステムのこと。全
国サーバー、都道府県サーバー、住基ネットCS（市町村CS）か
ら構成される。

住民税システム 個人住民税（特別区民税・都民税）及び軽自動車税の賦課決定
及び収納事務に用いられるシステムのこと。

住民票関係情報 番号法の定義においては、住民票の記載事項のうち、世帯情報
のこと。

住民票コード 住民票に住民ごとに記載される番号のこと。住基ネット上で、日
本の住民を一意に特定するために用いられる。個人番号の変
換元としても用いられる。

重要な変更 事務の概要やリスク対策等、規則第１１条に規定する特定個人
情報の漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響が大きい
変更として指針で定めるものをいう。

情報照会 番号法や条例、規則等の規定に基づき、同一機関内の他の事
務実施主体や他の実施機関等へ特定個人情報の提供を求め
ること。

情報提供 番号法や条例、規則等の規定に基づき、同一機関内の他の事
務実施主体や他の実施機関等からの特定個人情報の提供の
求めに応じること。

情報提供NWS
（ネットワークシステム）

デジタル庁が所管するシステムで、情報提供者、又は情報照会
者からの求めに対し、連携の中継を行う。個人番号を直接ネット
ワーク上でやり取りするのではなく、“符号”をやり取りすること
で、セキュリティの高い通信を実現する。各行政機関等の中間
サーバーとの接続により運用される。

情報連携 行政機関の長等の間で行われる情報提供ネットワークシステム
を通した情報照会及び情報提供のこと。

全項目評価書 しきい値判断の結果により作成が義務付けられるもので、重点
項目評価書よりも詳細な全ての項目（特定個人情報ファイルの
概要、リスク対策等の最も詳細な内容）を含む評価書のこと。評
価に当たっては、住民等からの意見聴取（パブリックコメント）、
第三者点検を経てから個人情報保護委員会へ提出し、公表す
る。評価に関する規則により、公表から５年を経過する前の評価
の再実施が努力義務として課せられている。

た
滞納整理システム 税務課が保有するシステムで、個人住民税（特別区民税・都民

税）及び軽自動車税の滞納整理事務に用いられるシステムのこ
と。

団体内統合宛名システム（宛名管
理システム）

自治体で保有している既存システムの個人・法人データについ
て、業務横断的に宛名、住所、所在地等の情報の保持・管理を
行うシステムのこと。

団体内統合宛名番号 団体内統合宛名システム上、個人や法人を識別するために付
番されている番号のことで、個々の地方公共団体内のみで使用
される。

中間サーバー 自治体は、保有しているシステムに個人情報を保存・管理して
おり、情報の照会依頼があった場合に情報提供を行う。このとき
提供する情報を保管し、情報提供ネットワークシステムと業務シ
ステムとの中継を行う機能を有するサーバーのこと。

統合端末 住基ネットCS端末の機能と公的個人認証サービスの受付窓口
端末の機能を統合した端末。以前は端末が分かれて存在して
いたが、マイナンバー制度化で統合されたためこのように呼称さ
れる。

特定個人情報 個人番号をその内容に含む個人情報のこと。
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特定個人情報の移転 評価実施機関内において、特定個人情報ファイルに記録された
特定個人情報を当該事務以外を処理するものの使用に供する
こと。
（例）
墨田区区民部税務課→墨田区福祉保健部生活福祉課

特定個人情報の使用 特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報を当該事務
において用いること。

特定個人情報の提供 特定個人情報を評価実施機関以外の者に供与すること。原則、
情報提供ネットワークを通じ提供する。
（例）
墨田区区民部税務課→東京都

特定個人情報の入手 特定個人情報ファイルに記録されることとなる特定個人情報を、
特定個人情報保護評価の対象となる事務において用いるため
に取得すること。

特定個人情報ファイル 特定個人情報を検索できるように体系的に構成した集合物のこ
と。

特定個人情報保護評価 特定個人情報ファイルを保有しようとする又は保有する国の行
政機関や地方公共団体等が、個人のプライバシー等の権利利
益に与える影響を予測した上で、特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを分析し、そのようなリスクを軽減す
るための適切な措置を講ずることを宣言するものをいう。

は
バッチ 一定量のデータを集め、まとめて一括処理を行う処理方式又

は、複数の手順からなる処理において、あらかじめ一連の手順
を登録しておき、自動的に連続処理を行う処理方式のこと。

番号制度 「社会保障・税に関わる番号制度」の略称のこと。

番号法 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律（平成２５年法律第２７号）」の一般呼称。マイナ
ンバー法とも呼ばれる。

番号法　別表第１ 番号法において、マイナンバーを利用できる対象範囲（機関及
び事務）を規定した表のこと。

番号法　別表第２ 番号法において、他機関との情報連携を行う対象範囲（情報照
会者、情報提供者、特定個人情報の提供を必要とする事務、提
供する特定個人情報）を規定した表のこと。

パンチ 紙文書等の内容をデータ入力によって電子化すること。

本人確認情報 住民票の記載事項のうち、氏名、生年月日、性別、住所、個人
番号、住民票コード及びこれらの変更情報のこと。

本人確認情報ファイル 区域内の全住民に係る住基ネットを通じた全国共通の本人確認
を行うためのシステム用ファイル
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